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定から望ましい解釈方向を分析する。 特に、 以下の法的な諸問題についての検討を加える。 
①  モノの消費やモノ自体に関する外部性 
②  産品非関連 PPM に対するエコ・ラベル 
③  PPM 規制―合法か違法による産品の区別等 
④  環境政策による貿易政策の代替(環境ダンピング)に対する規律 
⑤  国境税調整 
⑥  国内環境基準の域外適用(一方主義) 
















                                                  
∗本稿は、(独)経済産業研究所におけるプロジェクト「環境と貿易」の一環として執筆されたものである。   2
1  ガット・WTO 規定の解釈の基本方向 
1.1  環境に対する配慮の重要性 



















いう法の解釈過程においても、 「正当な関心事項」“a legitimate concern”となったといって
よい。 












カは我が国の措置を WTO 紛争処理手続きに訴えるようなことはしないだろうし、WTO の  3
紛争処理機関においても、(もちろん SPS 協定の範囲内においてではあるが)我が国消費者
の食品の安全性に対する関心に配慮した解釈が必要となるだろう。 
かつてと異なり、 環境に適切に配慮することが WTO に求められているのである。 そうし
なければ、WTO による貿易の利益が世界に存在する種々の利益から孤立し、WTO 体制の
維持が困難になってしまうおそれがある。 
1.２  条約法に関するウィーン条約 
  WTO 紛争解決了解第 3 条 2 項は、 「解釈に関する国際法上の慣習的規則に従って対象協
定の現行の規定の解釈を明らかにする」と規定している。この「解釈に関する国際法上の
慣習的規則」は、ウィーン条約法条約に具体化されていると解釈されている。同条約第 31
























                                                  
1  山下 [2005]  49-64 頁参照。文言解釈の採用は紛争解決手続において解釈者の裁量の余地
を制約しようという意図から行われたものである。しかし、 「交渉者の意に反する解釈を展


























連する PPM についてのもので、 アスベストが健康に害があるという点で消費の外部性でも
あり、アスベストを生産過程で使用したという点で生産の外部性でもあるもの、③イルカ・
マグロ事件のように、 産品非関連の PPM についてのもので、 生産の外部性についてのもの、




政策を規制することは第 3 条の対象ではない、国境での輸入制限を伴うものが第 3 条の措
置でないとすればそれは第 11 条の措置である、とした。この整理からすれば、産品非関連
の PPM について関税という手段を使用するときは、国境措置の問題としてガット第 1 条、
第 2 条の関係が問題となる   5
ガット第 3 条についての審査は、まず同種の産品かどうか、競争関係(competitive 
relationship)があるかどうかが判断され、 その存在が認められる場合には輸入品に不利な扱
い(no less favourable treatment)がなされていないかどうかが判断される、 つまり同種の産
品について異なる扱いがなされていてもそれが輸入品に不利でなければ(no less 
favourable)、  ガット第 3 条違反ではないという判断がなされている。ＥＣ・アスベスト事
件では、アスベスト産品と非アスベスト産品は競争関係にない、同種の産品でないので第













































その一方で、 韓国・牛肉流通規制事件の報告においても、 またこれに続いて出された EC・
アスベスト規制事件の上級委員会報告でも、 加盟国は 「保護の水準」 を自由に決定できる2と
され、米国・賭博規制事件の上級委員会報告でも、合理的に利用可能な代替措置は「加盟
国が求める目的に関する望ましい保護の水準」 （ “its desired level of protection with 













                                                  
2  韓国・牛肉流通規制事件上級委員会報告 para.176、EC・アスベスト事件上級委員会報告
para.174。 
3  米国・賭博規制事件上級委員会報告 para.308。ドミニカ・タバコ輸入販売措置事件上級




ウンド交渉当時における第２０条(b)の 「必要な」 の解釈を前提とした上で、 第 5 条 6 で「 技
術的及び経済的実行可能性を考慮し、…適切な保護の水準を達成するために必要である以
上に貿易制限的でないことを確保する」と規定した。しかし、同項の注で、 「この 6 の規定
の適用上、一の措置は、…貿易制限の程度が当該一の措置よりも相当に小さいものがある

















2  環境と貿易をめぐる法的な諸問題 










にビンに容器を変更しなければならない外国企業に不利に働く。欧州委員会は他の EU 加  8
盟国の要請により、これは貿易障壁であり単一市場の原則に反するとしてデンマーク政府
を欧州裁判所に訴えた。しかし、環境保護の要請を重視した欧州裁判所により、この訴え













る。 モノの消費やモノ自体が環境に悪影響を与える場合の MEA に基づく国際的な貿易規制
として、例えば、京都議定書の CO2 削減義務を履行するため、CO2 の排出量の多い大型車
の輸入を禁止したり、一般車より高い関税を課したりすることなどが挙げられる。 
このような措置が WTO の解釈上認められるかについて検討する。 
まず、産品関連の規制であるので、輸入の際に適用される場合でもガット第 3 条の注釈






ガット第２０条を援用するまでもなく、ガット第 3 条に整合的であると判断される。 
仮に、CO2 排出量の多い車もそうでない車も「同種の産品」とみなされる場合には、第
２０条で例外とできるかどうかを検討する必要が出てくる。その際においては、SPS 協定

































2.2 産品非関連 PPM－①エコ・ラベル（ガット第３条不整合のケース） 








                                                  




































役に立つ、“win-win”のケースである。   11






ラベルについては対象としているが、産品非関連の PPM ラベルは TBT 協定の規制対象に
ならない。産品非関連の PPM であるが、産品自体の輸入を制限するものではないので、ガ



























  まず、このような産品の輸出を禁止しようとするとガット第１１条違反の疑いが生じる。  12
これを救済しようとするとガット第２０条(a)－公徳の保護のために必要な措置－またはガ




としている。 （548 頁参照）   
輸入国が違法に伐採された木材の輸入を禁止する場合はどうか。これについても一種の
産品非関連の PPM であり、 物自体に違いはないので、 検証可能かどうかという問題がある。
しかし、 ワシントン条約は動物の貿易に政府の認証を条件としており、 違反事例もあるが、
ある程度の成功を収めている。輸入制限ではなく表示で産品に差をつけるのであれば、ガ
ット第 3 条が適用される。産品非関連の PPM であるが、合法に伐採されたものと違法に伐
採されたものとでは消費者の評価が異なり市場での競争関係がないと判断されるのであれ
ば、同種の産品性を否定し第 3 条に整合的であると判断することが可能である。しかし、
このようなものについて輸入関税を引き上げるというのであればガット第 1 条または第 2
条違反の可能性があり、輸入の数量制限・禁止という措置がとられるのであればガット第
























































                                                  








































































込まれていない製造工程 ・方 法 (PPM)に対する課税については、 WTO上許容されていない。  16
炭素税については、CO2 の排出量に応じて課税される場合には、産品それ自体に対する課


















き的に煩雑になるのみならず迂回輸出の問題も生じる。さらに、ガット第 1 条 1 項に不整








2.6  国内環境基準の域外適用(一方主義) 
  いわゆる米国・エビ輸入禁止事件は産品非関連の PPM に基づくアメリカ環境法の域外適





争処理手続きはかなり環境に配慮した法解釈を行っていると評価できる。   17































  以上が一方的な輸入規制措置を擁護する議論だろう。 
  しかし、このような場合、一方的な輸入規制措置を導入しなくても、 「イルカ安全」など
の任意の表示を認めることによって、消費者に環境に優しい製品を購入させることを通じ
ても、目的はかなり達成できる。この方がより貿易制限的でない市場適合的かつ分権的な














































環境保護団体の多くは WTO に代表される経済のグローバル化に反対である。 アメリカの
NGO や議会を中心として WTO の設立により各国が貿易手段を含めた環境措置を自由に設
定できなくなるのではないか、WTO は環境政策の行使を含む各国の主権的権利を侵すので
はないかという問題が指摘された。しかし、米国・エビ輸入禁止事件を振り返ると、貿易










































3 MEA の貿易関連規定の WTO 整合性 
  MEA の参加国であるが MEA の規律を守っていない国、MEA の非参加国に対する措置
であり、 一方的措置さえ認められるのであれば、 このような措置の WTO 整合性を認めやす
くなる。 
3.1  総括的な議論 




を規定したガット第 1 条の最恵国待遇の原則に抵触する。 
  発効はしていないが、規制物質で作られているが製品中にはそれを含有しない製品の貿



































  問題は果たして通常言われるようにそもそも MEA の貿易制限規定とガット・WTO の規




阻却されていき、ガット・WTO と MEA の抵触の範囲も縮小しているのである。 
MEA 上義務的措置でない場合には MEA 当事国は WTO 整合的な措置をとる国際法上の  22
義務があるという説がある。MEA が貿易制限措置を明示的に規定しているのではなく、加








が MEA に基づくものであれば、MEA と WTO の間に抵触は存在しないと言える。MEA
の措置はフリー・ライダーとなる非締約国に貿易の不利益を与えることで国際取り決めへ
の参加を促すためのものである。環境規制の国際的な調和を目指すことがファースト・ベ
ストの政策であるとすれば、 他の国に MEA への加盟を促すための貿易措置はガット第２０
条(b)または(g)に該当すると判断しガット整合性を認めるべきではなかろうか。さらに、米
国・エビ輸入禁止事件のような一方的措置と MEA に基づく措置との関係についても、 MEA
上の義務は課されていないが、 MEA の目的を達成するため MEA 加盟国が発動した措置は、
エビ・カメの一方的措置と同様に扱われ、第２０条の要件を満たせば認められると考えら
れる。それゆえ、第２０条で正当化されるならば、ここでも MEA と WTO 法との抵触は存
在しないであろう。 
米国・エビ輸入禁止事件の WTO 上級委員会の判断を基礎とするのであれば、 アメリカの
国内法に基づく一方的措置ではなく、 それよりも一段進んだ措置である MEA に基づくまた
はそれに関連した措置についても、ガット第２０条によって認められるべきであろう。こ






が MEA 非加盟国であっても、それは MEA 加盟国による非加盟国(いずれも WTO 加盟国)
に対する一方的措置に他ならず、また、米国・エビ輸入禁止事件の WTO 上級委員会の判断




























て実施しようとする好ましいものである。 また、 条約法に関するウィーン条約第 31 条 3 は、
文脈とともに｢当事国の間の関係において適用される国際法の関連規則｣を考慮するものと






MEA 上の義務的措置については、原則として MEA の WTO 法適合性を推定するととも
に、義務的措置でない場合にも、利益が越境的、グローバルな場合等大きなものである場
合には、これまでの解釈では必ずしもガット第２０条で救済できない場合も MEA の WTO
法適合性を推定すべきではないだろうか。 







出して否認されなかった MEA による措置」を加えることが考える。 （Hudec. Pp.125 参照）
同じような規定として、ＳＰＳ協定付属書Ａ３（ｄ）は、国際的な基準等とは「すべての
加盟国の加盟のため開放されている他の関連国際機関が定めて （SPS） 委員会が確認した適
当な基準」と規定している。TBT 協定付属書一４にも同様の規定が存在する。   
第四に、輸出と輸入という局面は異なるが、食品や動植物の検疫措置を利用して偽装さ




















                                                  
6 WTO 設立協定第 9 条 2、DSU 第 3 条 9 は、WTO 一般理事会の有権的解釈が紛争解決手
続による判断に優先することを認めている。その二つの条項に基づき、ニュージーランド
は次のような EU と途上国の間の折衷的な提案をしている。具体的には、MEA で明示的に
規定された措置については、MEA の紛争処理手続き、MEA によって明示的に規定されて
いない措置や MEA で明示的に規定された非加盟国に対する措置については、WTO の紛争
処理手続きで処理しようという内容の提案であった   25














  ①  MEA の定義 
      環境保護目的を有し、どの国にも開放的であること、UN 傘下で交渉されるなど相当
数の参加があり、主要関係国の利害を反映していること等 
    ②  特定の貿易上の義務(Specific Trade Obligations) 
    ア．明確に定められた貿易措置の適用を義務付けているもの(バーゼル条約第 4 条第 1
項等)については、自動的に WTO 整合性を推定 
  イ ． MEA 上の結果の義務が明確であり、その義務を履行するための貿易措置が MEA
に列挙されているもの(バーゼル条約第4条第2項(e)等)については、 科学的根拠があり、
目的・手段の合理的関連性、措置の比例性がある場合に WTO 整合性を推定 
  ウ ． ・MEA 上の結果の義務を規定しているが、貿易措置については MEA に規定され
てなく、各国の裁量に委ねられているもの、 ・委員会決定等により貿易措置が採られて
いるものについては、ケース・バイ・ケースで WTO の規定に照らし判断。 
③  以上について、拘束的な解釈了解または非拘束的なガイドラインを策定すべき 
3.2  紛争が生じるケースとその対応 
  以上の解釈の妥当性を紛争が生じるケースに分けて分析しよう。 
3.2.1 WTO と MEA の締約国同士の間で貿易紛争が生じた場合どのように処理すべきか。 
(今回のドーハ・ラウンドではこのケースのみを対象としている。) 
ある国が MEA に基づき WTO に不整合な貿易措置を他の WTO 加盟国に対して発動する





立協定第 9 条 3，4)   26
場合において発動された国が WTO の紛争処理手続きに訴えるときが問題となる。過去の
CTE の議論(シンガポール ・ レポート)はこのような場合 MEA の手続きで処理すべきである
としている(EU 提案も同旨)が、 法的にどのように処理すべきかについては言及していない。  
CTE の議論のように WTO は環境に関する組織ではないのであり極力環境に関する判断に
立ち入るべきではないという観点にたてば、 立法論的には、 ふたつの解決策が考えられる。
MEA 当事国間では(少なくとも MEA  で義務付けられた貿易制限措置については)WTO 法
適合性を推定するか、このようなケースを WTO の紛争処理手続きの対象から除外し MEA
の紛争処理手続きの対象とするかである。ただし、後者については、MEA の紛争処理手続
きは、 合意管轄であり WTO 紛争処理手続きのようにネガティブ・コンセンサスにより管轄
権が確立されているものではなく、 また、 敗訴国に対し WTO のような対抗措置を採れるの
かという執行力の問題がある9。 




タヘナ議定書の予防原則は WTO・SPS 協定に優先する、カルタヘナ議定書の WTO 法適合
性を推定すると解釈することも可能である。環境と貿易についても同様の解決方法が考え
られる。 
3.2.2  両国が WTO 加盟国であるが他方が MEA 非加盟国である場合において、MEA 加盟
国が MEA に基づき WTO に不整合な貿易措置を他の WTO 加盟・MEA 非加盟国に対して
発動し、発動された国が WTO の紛争処理手続きに訴えるときにはどうするか。 
アメリカは京都議定書、 カルタヘナ議定書など重要な MEA に参加していない。 このため、
将来的には、地球温室効果ガス削減約束をしていないアメリカに対して、競争条件が不利
になっているとして EU が WTO に不整合な貿易措置を発動する可能性がある。 これに対し
てアメリカが WTO 不整合性を争うことを認めてよいかという問題である。経済学的には
MEA に参加しない国がフリーライダーとならないよう貿易手段が MEA に規定されている
のであり、このような訴えを認めることはフリーライダーを助長することとなり、妥当で
はない。また、このような貿易手段としては、MEA に明示的に規定されているもののみな




は 「科学的証拠」 “scientific evidence”を要求するとともに、 多数決で決定される国際基準(し
                                                  
9  また後者の場合には、MEA 上の紛争は MEA の紛争解決手続によるとしても、その管轄
の範囲が MEA 上の紛争に限定されていれば、WTO 法上の紛争はやはり解決されないまま
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